
熱中症対策行動計画に対する
政府の取組状況等について

令和４年３月１日（火）
令和３年第２回熱中症対策推進会議幹事会 資料２－２



熱中症による死亡者数ゼロに向けて、できる限り早期に死亡者数年1,000人以下を目指し、顕著な減少傾
向に転じさせる。

熱中症警戒アラートなどに基づき、国民、事業所などによる適切な熱中症予防行動の定着を目指す。

１.重点対象分野

（１）高齢者等の屋内における熱中症対策の強化
・熱中症対策に関する知見を、高齢者等の視点に立って伝わりやすいように包括的に取りまとめ、
地方公共団体や民間企業等の協力も得ながら、各府省庁連携して様々なルートを通じてワンボイスで伝えます。

（２）管理者がいる場等における熱中症対策の促進
・教育機関、仕事場、農作業場、スポーツ施設、イベント会場、避難所等の現場において、
熱中症警戒アラートの活用や、暑さ指数の測定・活用などにより、各現場に応じた熱中症対策を徹底します。

（３）新型コロナウイルス感染症対策と熱中症対策の両立
・マスク着用と熱中症の関係などを含めた、『新しい生活様式』における熱中症予防について、
研究調査分析を進め、十分な科学的知見を得ながら、新しい知見を随時盛り込んだ対応策の周知を徹底します。

（４）東京オリンピック・パラリンピック競技大会における熱中症対策の促進
・多言語での普及啓発、主要競技会場周辺の暑さ指数（WBGT）等の情報発信等、
組織委員会や東京都等と連携して、大会本番の熱中症対策に万全を期します。

（１）地域における連携強化
・地方公共団体を中心とした、地域住民の熱中症予防行動を促進。
また、高齢者等の熱中症弱者への地域での見守りや声かけが実施されるよう、地域の団体や民間企業と連携

（２）産業界との連携強化
・熱中症に関連した様々な商品やサービスの開発について、民間企業の技術開発や事業展開の後押しを
通じた市場の拡充が、熱中症対策の一層の推進に繋がるよう、産業界との連携を強化

２.連携の強化

３.広報及び

情報発信の強化

令和3年３月25日策定

 熱中症予防強化キャンペーン
・これまで毎年７月に実施してきた熱中症予防強化月間を、令和３年度から「熱中症予防強化キャンペーン」
（毎年4月～9月）として、関係府省庁の連携を強化して広報を実施します。

 熱中症警戒アラート
・令和３年度から全国展開する「熱中症警戒アラート」について、
関係府省庁が連携して多様な媒体や手段で国民に対して情報発信し熱中症予防行動を促します。

＜ 中期的な目標 ＞

＜令和３年夏の目標＞

熱中症対策行動計画（概要）
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厚生労働省・経済産業省・環境省

 高齢者に特化したリーフレットを作成し、ホームページへの掲載、関係府省庁のルートを
活用した周知。

＜令和３年７月２日：高齢者向けリーフレットを連名にて公表＞
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環境省

採択自治体 人口規模 取組重点対象

1 群馬県上野村 約1,000人 高齢者

2 東京都豊島区 約290,000人 市民（特に高齢者）

3 神奈川県川崎市 約1,514,000人 高齢者

4 静岡県浜松市 約803,000人 市民（特に高齢者・子供）

5 岐阜県多治見市 約110,000人 市民全般

6 京都府 約2,526,000人 府民（特に高齢者・子供）

7 大阪府吹田市 約374,000人 高齢者・市民・生徒

8 福岡県福岡市 約1,554,000人 市民（特に高齢者）

全国で8自治体を採択。地域における熱中症対策の促進を支援。
2019年度～2020年度の２カ年にわたり、「熱中症予防対策ガイダンス策定に係る実
証事業」として16事業を採択し、地域の優れた取組について取りまとめ、公表。

 地域における熱中症対策の優れた取組
につき、当該取組に係る費用や検証結
果を示すとともに、熱中症予防対策の優
れた取組事例を取りまとめ。【環】

 消防本部から提供いただいた熱中症予防啓発の取組事例を「熱中症予防啓発取組事
例集」としてとりまとめ、公表。【消】

 地域モデル事業において、熱中症対策を
推進する地方自治体をモデル自治体とし
て選定し、地域における熱中症対策を支
援。【環】

＜令和３年４月23日：「熱中症予防対策ガイダンス」について公表＞

消防庁

3



内閣官房

 熱中症予防対策の推進について、孤独・孤立対策推進会議を通じて、環境省と連携。熱
中症予防対策を含め、孤独・孤立対策の重点計画を令和３年12月に策定。
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２．（１）地方自治体における取組の推進

高齢者宅などにおける防災行政無線の戸別受信機の普及促進

消防庁

 防災行政無線の戸別受信機をはじめとする情報伝達手段を活用した情報提供について、
災害情報伝達手段に関するアドバイザー派遣や各種会議等を通じて地方公共団体へ周
知。

＜令和４年２月末までに39団体で実施：災害情報伝達手段に関するアドバイザー会議＞

＜周知した資料＞

自治体における防災行政無線等を
活用した周知の取組み例

＜参考＞

各市町村における戸別受信機等の配備については、
特別交付税措置（措置率７０％）等により支援。

○ 茨城県常総市では、環境省熱
中症予防情報サイトで、熱中症
指数が厳重警戒レベルになると
予想されたときは、防災行政無
線で熱中症予防のための注意喚
起を実施。

○ 神奈川県南足柄市では、登録
制メールを活用して、熱中症予
防のための注意喚起を実施。

アドバイザー会議において、「「熱中症警戒アラート」及
び「熱中症予防強化キャンペーン」について（協力依
頼）」（令和３年３月31日付け各都道府県知事宛通知（環
保安発第2103306号等））別紙１のリーフレットを活用し、
熱中症警戒アラート発表時において、防災行政無線の戸別
受信機をはじめとする情報伝達手段を活用した情報伝達を
実施するよう周知。

5



関係府省庁

 政府において統一したワンボイスでの熱中症に対する注意喚起として、関係府省庁
の統一的なリーフレットの作成、関係府省庁のルートを活用した周知。

 熱中症警戒アラートが発表された情報がテレビ、防災無線、SNS等の様々な情報伝
達手段を通じて発信されることを普及啓発リーフレットを通じて、自治体で周知。【環】

＜令和３年７月２日：リーフレットを連名にて公表＞
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厚生労働省

 障害の特性に応じた熱中症対策をまとめた障害者向けの熱中症予防リーフレットを
活用した周知。

7



環境省

 環境省熱中症予防情報サイトで関係府省庁の熱中症関連の
取組を紹介。

○関係省庁の取り組み状況掲載ページの一覧

＜令和３年の熱中症予防情報サイトアクセス件数：約4,400万件＞

 熱中症予防情報サイト上での熱中症警戒ア
ラートや暑さ指数（WBGT）の情報を提供。

暑さ指数（WBGT）実況値・予測値の提供

熱中症警戒アラートの発表状況
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 熱中症予防行動の促進につき、ナッジの効果を検証するための実証を令和３年夏に
実施し、効果的な啓発方法の検討を実施。

環境省

• 65歳以上の調査会社のモニターを無作為に2群（ナッジをしない対照群とナッジをする介入群）
に分け、介入群に対してパンフレットを配布するとともに、6週間、熱中症対策として実施が推奨
される行動の記録を毎日記入してもらい、その後対策の実施状況について事後調査を実施。

• パンフレットには夏の夜にエアコン使用を控える主な理由4点それぞれについて気づきを与える
メッセージを添えた。

熱中症対策に関して誤解しやすい点について注意を促すパンフレット

日記のイメージ
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文部科学省・環境省

 学校等の教育現場における熱中症対策や判断の参考となるガイドライン作成のため
の手引きを作成し、全国の教育委員会へ周知。

＜令和３年６月９日：「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」の活用について（依頼）の発出＞
＜令和３年５月28日：「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」の公表＞

＜令和４年２月３日：「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」の活用について（依頼）の発出＞
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文部科学省

 熱中症事故の防止について適切に対応す
ることを全国の教育委員会へ依頼。

＜令和３年４月３０日：「熱中症事故の防止について（依頼）」の発出＞

 学校安全ポータルサイトや教職員、教育委員会関係者が
登録している文科省メールマガジンにて注意喚起する。

＜令和３年４月：文科省学校安全ポータルサイトにおいて
熱中症事故の防止について注意喚起＞
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スポーツ庁

 体育授業等における運動時のマスク着用のリスクについて、全国の教育委員会へ改
めて通知。

 緊急事態宣言の対象区域及び重点措置区域をは
じめ、その他の区域においても、運動時は身体への
リスクを考慮し、マスクの着用は必要ない。特に、呼
気が激しくなる運動を行う際や、気温・湿度や暑さ
指数（WBGT）が高い日には、十分な呼吸ができなく

なるリスクや熱中症などの健康被害が発生するリス
クがあるため、十分な感染症対策を講じた上で、マ
スクを外すこと。

 気温・湿度や暑さ指数（WBGT）が高くない日に、呼

吸が激しくならない軽度な運動を行う際、児童生徒
がマスクの着用を希望する場合は、マスクの着用を
否定するものではないが、その際であっても、児童
生徒の体調の変化に注意し、必要に応じて他の児
童生徒との距離を十分に確保して、マスクを外して
休憩するよう指導するなど、感染症対策を講じなが
ら事故防止にも留意すること。

＜令和３年５月28日：新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言等を踏まえた

小学校、中学校及び高等学校等における新型コロナウイルス感染症への対応に関する留意事
項について＞
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文部科学省

 公立学校施設について、地方公共団体からの計画を踏まえ、空調設備の設置を支援。

 夏の日差しを遮る、風通しを良くするなど校舎づくりの工夫や留意点について、学校施
設整備指針や事例集等を通じて周知。

○ 空調・換気機能を備えた避難所

としても利用可能な体育館へ

○ 夏季における教育環境の確保

○ 熱中症等の健康被害を防止

体育館への設置

普通教室等への設置
公立小中学校等の空調（冷房）設備設置状況の推移
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厚生労働省

 職場における熱中症の予防に関し、最新の知見を踏まえて内容を見直した上で、事
業者の実施すべき事項等を取りまとめ、業界団体等に通知するとともに、都道府県労
働局及び労働基準監督署を通じて事業者に対する指導等を実施。

 職場のWBGT値の把握、作業管理、作業環境管理、労働者の健康管理等の熱中症
予防対策をリーフレット等にまとめ、「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」（５月
１日から９月30日）を通じて、事業者や労働者に対し通知。

14



厚生労働省

 職場における熱中症予防対策をまとめたポータルサイトの整備を行い、熱中症予防
対策の啓発を図るとともに、場所を問わずアクセスして学べるeラーニングコンテンツ
を拡充。

啓発キャラクター

チューイ カン吉

QRコードはこちら
です

ポータルサイトURL：https://neccyusho.mhlw.go.jp/
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農林水産省

 農作業が本格化するＧＷの前と熱中症が急増する７月を前に、熱中症対策の徹底
を呼びかける事務連絡を都道府県等に発出。また、気温が急上昇した梅雨明け後
などに、Twitter等のコンテンツを通じて、農業者や農業法人に対してピンポイン
トで注意喚起。

○事務連絡による情報発信 ○啓発資料○ Twitterを通じた注意喚起
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農林水産省

 農林水産省が運営する「MAFFアプリ」に「熱中症警戒アラート」の通知機能を追加する
とともに、熱中症警戒アラート発出時の適切な対応を周知。

○農業者と農林水産省をつなぐコミュニケーションツール「MAFFアプリ」」に「熱中症警戒アラート」をプッシュ通知する機能
を５月２０日（木）に実装し、運用を開始した。

○ MAFFアプリに登録された方の地域に「熱中症警戒アラート」が発出された場合、当日の朝７頃に自動でMAFFアプ
リにアラートが通知される。
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スポーツ庁

 事務連絡にて、関連するガイドブック名やホームページＵＲＬを掲載し、熱中症事故防
止のため適切な措置を講ずるよう、都道府県・指定都市スポーツ施設主管課へ周知。

 熱中症リスクの高い時期に合わせ、SNSを利用し、熱中症の注意喚起を実施。

「熱中症事故防止について（依頼）」
（令和３年５月14日付）

公式アカウントからの発信例
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夏季にイベントを開催する主催者等のための熱中症対策に関する「夏季のイベントにおけ
る熱中症対策ガイドライン」策定。

環境省

＜平成30年３月：ガイドライン策定、平成31年３月及び令和２年３月：ガイドライン改訂＞

19



ー災害時の避難所での備えや、プッシュ型支援などの充実ー

環境省・内閣府・消防庁・厚生労働省・気象庁

 災害時の避難生活や片付け作業にお
ける熱中症対策に関するリーフレットを
作成し、ホームページへの掲載、関係
府省庁のルートを活用した周知。【環・
内・消・厚・気】

 災害が発生した場合に事務連絡を発出
すること等により、関係する地方自治体
等に熱中症予防の周知を依頼。【厚】

＜令和３年３月：リーフレット公表＞ ＜令和３年６月23日：自治体へ周知
依頼の事務連絡を発出＞
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ー災害時の避難所での備えや、プッシュ型支援などの充実ー

環境省

 令和３年７～９月に大雨・台風に被災した地域に対して、被災住民等の熱中症対策につ
いて周知を依頼する事務連絡をそれぞれの被災県に発出。【環】

【令和３年度の取組について】
・「令和３年７月１日からの大雨」
・「令和３年８月11日からの大雨」
・「令和３年台風第14 号等」
に際して、被災した自治体に対して、事務連絡
「被災住民等の熱中症対策について（周知依頼）」
を発出した。

 災害救助法が適用された都道府県に、避難
所の生活環境の整備等について通知を発出
し、熱中症対策に関するリーフレットを周知。
【内】

内閣府
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環境省・厚生労働省

 新型コロナウイルス感染症を想定した
『新しい生活様式』における熱中症予防
に関するリーフレットを作成し、ホーム
ページへの掲載、関係府省庁のルート
を活用した周知。

 新型コロナウイルス感染症のワクチ
ン接種会場における熱中症対策に
ついて、留意点をまとめた事務連絡
を関係府省庁のルートを活用した周
知。

＜令和３年６月：リーフレット改訂＞
＜令和３年６月25日：自治体へ周知依頼の事務連絡を発出＞

＜令和３年６月14日：自治体へ周知依頼の事務連絡を発出＞

22



厚生労働省

 厚生労働省ホームページに「新しい
生活様式」と熱中症予防に関するＱ
＆Ａを掲載。（～令和３年10月末まで。
来年度再度掲載予定。）

＜例＞
問４）「新しい生活様式」を実践しつつ、熱中症を
予防するにはどうすればいいですか。
答４）
暑い時や運動・活動の際、人は皮膚から熱を逃
し、汗をかくことで、体温の上昇を抑えています。
熱中症は、こうした体温調節のバランスが崩れ、
体に熱がたまることで起こります。

「新しい生活様式」は、新型コロナウイルス感
染症の予防に有効ですが、夏場に実践する際に
は、熱中症対策にも留意が必要です。

暑さを避け、水分を取るなどの「熱中症対策」と、
マスク、換気などの「新しい生活様式」を両立しま
しょう。

 新型コロナウイルス感染症予防対策と
熱中症の関係について、『新しい生活
様式』に即した熱中症のリスクの評価
や、診断・予防・治療法確立のための
研究調査分析を行う。

「新しい生活様式」に即した環境要因の変化（室内換気
に伴う温度・湿度の変化やマスクの着用等）による熱中
症発症への影響についての研究を実施。（下記参照）
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環境省

 熱中症対策における新たな課題への対応の検討等に係るWG開催。
（第１回：令和３年７月９日、第２回：令和３年11月29日）
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気象庁

 会場ごとの気象情報等を日英２言語で表示するポータルサイトを運営。

 防災気象情報に関する多言語辞書（15言語）に熱中症警戒アラートに関する用語を追加。

https://www.data.jma.go.jp/developer/multilingual.html
2021年4月28日に多言語辞書を更新・ホームページに掲載
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環境省

 全競技会場（43会場）の周辺と一部
の会場内における暑さ指数（WBGT）

を提供し、スタッフ等への熱中症予
防行動の啓発などに活用。

 訪日外国人に対して、熱中症に関
する普及啓発リーフレット（日・英・
中・韓）のホームページへの公表や
うちわ（日・英）の会場やその周辺等
での配布。

熱中症予防情報サイト オリパラ特設ページ オリパラ熱中症普及啓発資料（うちわ）
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観光庁

 外国人旅行者向け災害時情報提供アプリ「Safety tips」

の「熱中症情報」について、分かりやすいサイト構成・説
明文に見直し。

 熱中症警戒アラートの全国展開に対応したプッシュ通知
機能に見直し。

 オリパラ推進本部事務局及び組
織委員会と連携し、オリパラ関
係者向けに「Safety tips」のポス
ターを掲出し、周知を強化。

プッシュ通知画面 応急措置画面

「Safety tips」英語版ポスター
熱中症情報画面
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厚生労働省

厚生労働省 熱中症予防のための情報・資料サイト
https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/netty
uu/nettyuu_taisaku/pamph.html

訪日外国人のための救急車利用ガイド（16言語）

 「訪日外国人のための救急車利用ガ
イド」（16言語）等を、ホームページに
掲載中【消】

 熱中症に関する普及啓発リーフレッ
トを多言語で作成し、ホームページ
にて周知。（日本語の他14カ国語）
【厚】

消防庁 熱中症情報
https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/post3.html#heat
stroke04

英語、中国語（繁・簡）、
韓国語、タイ語、フランス語、
イタリア語、ベトナム語、
タガログ語、ポルトガル語、
ネパール語、インドネシア語、
スペイン語、ビルマ語、
クメール語、モンゴル語
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気象庁

ー的確な情報の発信と伝達による住民の熱中症予防行動の促進ー

 アメダスの気温の観測データ、推
計気象分布（最新の気温等の分
布）などの観測情報を提供。

 各地の気象台において、自治体等関係機
関への説明会などの機会を捉え熱中症警
戒アラートに関する周知・啓発を実施。

 熱中症警戒アラートのほか、２週間気温予報、高温に関する早期天候情報、天気
分布予報（気温、最高・最低気温）などの予測情報を提供。

推計気象分布

全国の気温等の分布を
約1km四方で算出・表示

2週間気温予報

最近１週間の実況と今後２週間先までの気温の
推移を表示

高温に関する早期天候情報

情報発表日の６日後から14日後までを対象として、5日
間平均気温がかなり高くなると予想される場合に発表

天気分布予報（気温、最高・最低気温）

翌日の24時までの3時間ごとの気温、日中の最高
気温、朝の最低気温を約5km四方で算出・表示
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 梅雨明けの時期に適切な熱中症予防行動を取っていただくよう、環境省と気象庁において共同
記者会見を開催。（令和３年６月25日）【環・気】

 全国的に梅雨が明けたタイミングで、熱中症予防対策を呼び掛ける報道発表を気象庁において
実施。（令和３年７月19日）【気】

ー的確な情報の発信と伝達による住民の熱中症予防行動の促進ー

環境省・気象庁

 熱中症警戒アラートの全国での運用。
（令和３年４月28日～10月27日）【環・気】

 自治体の担当職員や一般の方を対象にしたシ
ンポジウムをオンライン開催（参加者数は600
人以上）。（令和３年６月23日）【環】

令和３年の熱中症警戒アラートの発表状況（全国）
○ 発表地域：53地域 / 58地域
○ 発表日数：75日 / 183日
○ 延べ発表回数：613回

○共同記者会見の開催（６月25日） ○気象庁報道発表（７月19日）
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消防庁

 本格的な熱中症シーズンに向け、
各地域の消防職団員において熱
中症予防対策の強化を図るよう通
知を発出。

 都道府県を通じ、全国の消防本部に
対して、積極的に熱中症の予防啓発
を実施するよう求める事務連絡を発
出。

＜令和３年５月20日：消防職団員の安全管理等（熱中症対策）の再徹底
について＞

＜令和３年７月13日：各都道府県へ周知依頼の事務連絡を発出＞

更新済み
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厚生労働省

 熱中症診療ガイドラインを厚生労働省ホームページに掲載して周知。
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国土交通省

 都市緑化の推進を図るため、
都市緑地法運用指針を改正し、
地方公共団体へ周知。

 官庁施設の整備にあたり、構内緑化等を
実施。

＜令和３年８月３日：自治体へ改正内容を通知＞

<名古屋第三国税総合庁舎>

<黒石税務署>
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環境省

 メール配信サービスやSNS、大型ビジョン等を活用した熱中症警戒アラートや暑さ指
数（WBGT）の情報提供。

○環境省LINE公式アカウントを活用した情報発信

トップ画面 通知画面

令和3年度より熱中症警戒アラートのほか、
危険、厳重警戒等の設定も可能に。

イメージ図

○大型ビジョンを活用した情報発信

放映イメージ

配信箇所イメージ
（109フォーラムビジョン）

一般社団法人日本パブリックビューイング協会に加盟する全国10カ所の大型ビジョンに
おいて熱中症警戒アラートや暑さ指数（WBGT）の情報を含めた熱中症予防情報を発信。

＜環境省LINE公式アカウント登録者数：約126,000人＞
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厚生労働省

 「健康のため水を飲もう」推進委員会（※）作成の令和３年度ポスターの情報を厚生労
働省ホームページで発信。

（※）2007年に発足した民間の団体で、「こまめに水を飲む習慣の定着」等の活動を
行っている。

厚生労働省 「健康のため水を飲もう」推進運動
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/nomou/index.html
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環境省・気象庁

 猛暑対策展において、熱中症警戒アラート、暑さ指数（WBGT）の活用方法について講

演を実施。併せて、熱中症対策関連ビジネスに資する気象情報の利活用を促進するた
め講演を実施（令和3年6月25日）。

 日傘レンタルサービス提供企業等の協力により、熱中症警戒アラートが発表された際に
日傘（晴雨兼用傘）を無料で利用出来るサービスを運用する形で官民において連携。

環境省

傘のレンタルスポットが設置されているエリアのいずれかで熱中症警戒
アラートが発表された場合、日傘（晴雨兼用傘）が無料で利用出来る

同取組は、気象情報に関し年間閲覧数47億ページビュー
にも達する天気アプリ内で告知
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 産業団体や民間企業と連携し、シーズ
ン前のエアコンの早期点検や試運転の
取組を推進。【経】

ーエアコンについて、シーズン前の早期の点検、適切な室温管理などの使用方法の普及啓発ー

経済産業省・環境省

 夏本番前のエアコンの早期点検や試運
転の呼びかけについて、ポスターを作成
し、ホームページへの掲載、関係府省
庁のルートを活用した周知。【経・環】

＜業界団体のチラシ＞＜令和３年４月：ポスター公表＞
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消防庁

 消防庁ホームページ等を通じて予防啓発コンテンツ（ポスター、ビデオ、イラスト、
音声メッセージ、リーフレット、Twitter）を継続的に提供。

「新しい生活様式」に対応した動画 ＜令和3年7月から通年で公開＞ 消防マスコット「消太」を使用したイラストポスター

音声メッセージ リーフレット Twitterによる情報発信
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 熱中症警戒アラート発表時の熱中症予防行動を取りまとめたリーフレット・ポスターを
作成し、ホームページへの掲載、関係府省庁のルートを活用した周知、地方自治体
等への配布。（令和３年３月）【環・気】

環境省・気象庁

ポスターリーフレット
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環境省

 政府広報（テレビ、インターネット、ＳＮＳ、雑誌等）において、熱中症予防対策や
熱中症警戒アラート全国展開についての情報を周知。（令和３年４月～７月）
【環】

梅雨明け時期の熱中症注意喚起（LINEプッシュ通知）ぼうさい 令和３年 第101号
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気象庁

 都市部のヒートアイランド現象などの長期変化傾向を把握するための基礎資料につ
いて2020年までの観測データで更新・提供（令和３年６月30日）。【気】
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気象庁

ー的確な情報の発信と伝達による住民の熱中症予防行動の促進ー

 気象庁Twitterで熱中症への警戒を呼び掛け（令和３年7月15日、7月16日、7月19日、
7月29日）。

7月19日 7月29日
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令和３年の熱中症による救急搬送状況

調査開始からの搬送人員数の状況

※各年度により調査開始時期が異なります。

消防庁

各項目ごとの救急搬送の状況○令和３年の熱中症による救急搬送の状況（週別推移）

《初診時における傷病程度（割合）》

（搬送人員数 47,877人）

《年齢区分別（割合）》

新生児：生後 28日未満の者 

乳幼児：生後 28日以上満 7歳未満の者 

少年：満 7歳以上満 18歳未満の者 

成人：満 18歳以上満 65歳未満の者 

高齢者：満 65歳以上の者 

死 亡  初診時において死亡が確認されたもの 

重 症 (長期入院)傷病程度が 3週間以上の入院加療を必要とする 

もの 

中等症 (入院診療)傷病程度が重症または軽症以外のもの 

軽 症 (外来診療)傷病程度が入院加療を必要としないもの   

その他 医師の診断がないもの及び傷病程度が判明しないもの 

その他の場所に搬送したもの 

※なお傷病程度は入院加療の必要程度を基準に区分しているため、入院 

の必要がなかった軽症者の中には、早期に病院での治療が必要だったも 

のや通院による治療が必要だったものも含まれる。 

《発生場所ごとの項目（割合）》

住居     (敷地内全ての場所を含む) 

仕事場① (道路工事現場、工場、作業所等) 

仕事場② (田畑、森林、海、川等 ※農・畜・水産作業を行っている場合のみ) 

教育機関 (幼稚園、保育園、小学校、中学校、高等学校、専門学校、大学等) 

公衆(屋内) 不特定者が出入りする場所の屋内部分 

(例：劇場、コンサート会場、飲食店、百貨店、病院、公衆浴場、駅(地下ホーム)等) 

公衆(屋外) 不特定者が出入りする場所の屋外部分  

(例：競技場、各対象物の屋外駐車場、野外コンサート会場、駅(屋外ホーム)等) 

道路    (一般道路、歩道、有料道路、高速道路等) 

その他 (上記 1から 7に該当しない項目) 

新生児

7人

0.0％

乳幼児

359人

0.7％
少年

4610人

9.6%

成人

15959人

33.3%

高齢者

26942人

56.3%

死亡80人

0.2％
重症

1143人

2.4％

中等症

16463人

34.4％

軽症

29758人

62.2％

その他

433人

0.9％

住居

18882人

39.4％

仕事場①

5369人

11.2％

仕事場②
1421人 3.0％

教育機関
2404人
5.0％

公衆（屋内）
3172人
6.6％

公衆（屋外）

5298人

11.1％

道路

8378人

17.5％

その他

2953人

6.2％

H20 23,071人

H21 12,971人

H22 53,843人

H23 39,489人

H24 43,864人

H25 58,729人

H26 40,048人

H27 55,852人

H28 50,412人

H29 52,984人

H30 95,137人

R1 71,317人

R2 64,869人

R3 47,877人
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何らかの対応

を実施
水分補給 エアコン使用

外出・屋外活

動自粛

R2関東甲信 85% 64% 48% 40%

R3関東甲信 87% 64% 60% 35%

R3全国 87% 64% 59% 35%

0%

20%

40%

60%

80%

100%％

熱中症警戒アラートの活用状況等のアンケート調査概要（一般向け）

環境省

ー熱中症に関する正確な実態の把握や科学的知見などの充実ー

方法：ＷＥＢアンケート
対象：全国にお住まいの一般男女、各都道府県200人ずつ
期間：令和３年９月27日～９月30日
回答数：9,400名（青年層（18～22歳）1割、勤労層（23～64歳）6割、高齢層（65～89歳）3割

75
84 80

0

20

40

60

80

100

関東甲信 全国

（
％

）

「知っている」と回答した割合

R２

R３

問：
熱中症の危険性が極めて高い暑さが予測される
際に「熱中症警戒アラート」が発表されることをご
存知ですか。

問：
「熱中症警戒アラート」が発表されて、どのような対
応を取りましたか。

いずれかの
対応を実施

※主な対応を抜粋
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熱中症警戒アラートの活用状況等のアンケート調査概要（自治体向け①）

環境省

ー熱中症に関する正確な実態の把握や科学的知見などの充実ー

方法：ＷＥＢアンケート
対象：47都道府県＋約1,800市区町村の自治体（熱中症対策担当部局）
期間：令和３年９月30日～11月19日
回答数：802自治体

問：

「熱中症警戒アラート」を自治体内で活用していま
すか。

問：

「熱中症警戒アラート」発表を受けて強化・徹底を
図った対応は何ですか。

73 77 

55 

0

20

40

60

80

100

（
％
）

「活用している」と回答した割合

関東甲信 全国

■R2
■R3

何らかの対応

を実施

防災無線／広

報車

広報誌・ポス

ター等

保健師／民生

委員等呼びか

け

R2関東甲信 82% 53% 27% 16%

R3関東甲信 82% 46% 34% 22%

R3全国 65% 26% 30% 19%

0%

20%

40%

60%

80%

100%
％

いずれかの
対応を実施

※主な対応を抜粋
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人手が不

足してい

るため

予算が不

足してい

るため

時間が不

足してい

るため

担当部局

／担当者

がいない

ため

何をすれ

ばいいか

わからな

いため

その他

R3全国 40 40 25 14 8 33

0

10

20

30

40

50
％

熱中症警戒アラートの活用状況等のアンケート調査概要（自治体向け②）

環境省

ー熱中症に関する正確な実態の把握や科学的知見などの充実ー

・熱中症対策を実施できていない理由としては、
人手不足（40％）や予算不足（40％）、時間不足
（25％）、担当部局／担当者不在（14％）が主な理
由として挙げられている。

問：
実施すべきだと考えているが、実施できていない

理由としてあてはまるものを全てお知らせくださ
い。

その他

• 実施できていない対策
はない：16％

• 関係部署との連携・調
整がとれていない：2％
など

自由記載欄の回答（主な回答を抜粋）：

・予算・人材不足により対応できず、
また予算獲得に庁内の理解が困難

・熱中症は複数部局（環境部局、健康
福祉部局、防災部局等）にまたがり、
一元的な対応のための庁内の調整が
困難であり、国などからの通知などが
必要

・国、県、市町村の役割分担が明確で
なく、どのように対応したらよいのか
分からない

N=667

注：「その他」には「実施できていない対策はない」旨の回答が含まれる。
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いずれかの指

導を実施

屋外での活動

変更／中止

部活動の練習

の内容変更／

中止

冷房設備の稼

働

R2関東甲信 84% 70% 67% 59%

R3関東甲信 90% 77% 74% 72%

R3全国 83% 64% 63% 63%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

何らかの対応

を実施

所管学校の指

導に活用

運動・行動の

指針の設定

所管学校のガ

イドライン作

成に活用

R3関東甲信 96% 79% 50% 36%

R3全国 96% 80% 39% 26%

0%

20%

40%

60%

80%

100%％

いずれかの
対応を実施

熱中症警戒アラートの活用状況等のアンケート調査概要（教育委員会向け）

環境省

ー熱中症に関する正確な実態の把握や科学的知見などの充実ー

方法：ＷＥＢアンケート
対象：47都道府県＋約1,800市区町村の教育委員会
期間：令和３年10月13日～11月19日
回答数：1,231教育委員会

問：

文部科学省と環境省は「学校における熱中症対策
ガイドライン作成の手引き」を作成、公表していま
すが、どのように活用していますか。

問：
2021年4月より全国での運用が開始された「熱中症

警戒アラート」の発表について、どのように活用す
るよう所管の学校に指導していますか。

％

※主な対応を抜粋※主な対応を抜粋
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エアコン有・使用有, 3人, 10%

エアコン有・使用無, 

23人, 77%

エアコン無, 3人, 10%
不明, 1人, 3%

エアコン設置有無・使用状況別

令和３年夏の東京都23区、大阪市における熱中症死亡者の状況環境省

○ 令和３年10月31日検案時点までの東京都23区における熱中
症による死亡者39人

(東京都監察医務院の死体検案の速報値）

○ 令和３年10月31日検案時点までの大阪市内における熱中症
による死亡者34人

(大阪府監察医事務所の死体検案の速報値）

エアコン有・使用有, 2人, 6%

エアコン有・使用無, 

26人, 76%

エアコン無, 6人, 18%

エアコン設置有無・使用状況別

計39人（速報値）のうち

• ８割以上は65歳以上の高齢者

• 約９割は屋内
屋内での死亡者のうち

• 約９割はエアコンを使用していなかった

30歳代, 1人, 3% 

50歳代, 3人, 8%

60歳代前半, 2人, 5%

60歳代後半, 2人, 5%

70歳代, 16人, 
41%

80歳代, 11人, 28%

90歳代以上, 4人, 10%
年齢別

計34人（速報値）のうち

• ７割以上は65歳以上の高齢者

• 約９割は屋内
屋内での死亡者のうち

• 約９割はエアコンを使用していなかった

50歳代, 7人, 21%

60歳代前半, 2人, 6%

60歳代後半, 3人, 9%
70歳代, 11人, 

32%

80歳代, 10人, 29%

90歳代以上, 1人, 3%
年齢別

出典：東京都監察医務院 出典：大阪府監察医事務所48



【死亡者数（厚生労働省データ）】

 近年、熱中症による死亡者数は大幅に増加傾向。10年間の平均を比較すると平成24～令和３年は平成14
～23年の約1.6倍（平成14～23年：605.2人、平成24～令和３年：959.3人）

 平成30年は1,581人（過去２番目の多さ）、令和２年は1,528人が死亡（過去３番目の多さ）

注：令和３年の死亡者数は６～９月の概数である。
出典：人口動態統計

熱中症による死亡者の状況（全国）
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【熱中症の年間死亡数年次推移】
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近年の学校の管理下における熱中症事故は依然として高い傾向にある。

学校管理下における熱中症事故件数

文部科学省

ー熱中症に関する正確な実態の把握や科学的知見などの充実ー

（独立行政法人日本スポーツ振興センター調べ）※ 件数は、熱中症を発症した年度ではなく、熱中症に対して災害共済
給付制度による医療費を支給した年度で集計しています（R2は速報値）。

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

単位：件 学校の管理下における熱中症の発生状況

小学校 中学校 高等学校等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

小学校 451 408 579 541 324

中学校 1,992 2,038 2,912 2,081 1,338

高等学校等 2,216 2,467 3,554 2,452 1,709

計 4,659 4,913 7,045 5,074 3,371
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厚生労働省

ー熱中症に関する正確な実態の把握や科学的知見などの充実ー

直近10年間の職場における熱中症による死傷災害発生状況
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【2018年】
記録的猛暑

（出典：業務上疾病調）
※2021年の件数は2022年１月14日時点の速報値である。
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農作業中の熱中症による死亡事故者数

農林水産省

ー熱中症に関する正確な実態の把握や科学的知見などの充実ー

死
亡
者
数
（
人
）

農作業中の熱中症による死亡事故件数、年齢別
（平成23～令和２年）

死
亡
者
数
（
人
）

農林水産省調べ（「人口動態調査」の調査票情報を用いた独自集計）

農作業中の熱中症による死亡者数の推移
（平成23～令和２年）

１０年間で２５７人発生 全体のうち７０代以上が
約８７％を占める

農作業中の熱中症による死亡者数は、平成２３年以降の１０年間で２５７人となっており、近年は気候変動や農業
従事者の高齢化等の影響により増加傾向にあり、農作業中の熱中症対策が非常に重要となっている。
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環境省

 次期気候変動影響評価報告書の作成に向けて、気候変動と暑熱等に関する科学的
知見の収集・整理方針を検討。

次期気候変動影響評価に向けた5年間の作業スケジュール（案）

令和３年度
（2021年度）

作業方針や5か年の計画、影響評価報告書（2025）アウトラインの作成
課題整理および対応方針の検討
科学的知見の収集・整理・提供方針の検討

複合的な影響および影響の連鎖に関する事例・文献収集

令和４～５年度
（2022～2023年度）

文献収集・整理
各分野（全 7 分野 71 項目）における現状の影響と将来影響
複合的影響
各国の影響評価、適応計画の進捗状況に関する調査

分野別ワーキンググループの設置・開催

令和６年度
（2024年度）

分野別ワーキンググループの設置・開催
座長会合（2回、1回目影響評価の方法、2回目骨子作成）
不足分の情報収集 等

令和７年度
（2025年度）

分野別ワーキンググループの設置・開催
中央環境審議会からの答申、報告書の公表

【参考】気候変動影響評価報告書（2020年）の実施体制

•文献等レビュー
•影響評価報告書（案）作成

•影響評価報告書（案）の
審議・とりまとめ

諮問

環境省

中央環境審議会
地球環境部会

気候変動影響評価等
小委員会

令和3年10月
気候変動適応計画の

改定

分野別ＷＧ会合
（５グループ、56委

員参加）

•関係行政機関との協議
•報告書の公表

令和2年12月
気候変動影響評価

報告書公表
答申

報告
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関係府省庁

令和３年３月25日
「熱中症対策推進会議」（議長：環境大臣）において「熱中症

対策行動計画」を策定

→関係省庁局長級の会議であった熱中症関係省庁連絡会議から格上げ

令和３年７月2日
熱中症対策推進会議の開催
→議長（環境大臣）、副議長（環境副大臣）及び関係府省庁局長級の参加

令和３年11月25日
令和３年度第１回熱中症対策推進会議幹事会の開催
→関係府省庁における今夏の熱中症対策の振り返り、一層の連携等について議論
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